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 歳入決算（普通会計）

約１，５２１億円（前年度比約＋３３０億円、２７．７％の増）

 歳出決算（普通会計）

約１，４５１億円（前年度比約＋３２０億円、２８．３％の増）

 主な財政指標

・実質公債費比率 ３．１％（前年度２．６％ ）
実質公債費比率は、市の標準的な収入に対する借金の返済額の割合を示すもので、
直近３ヵ年の平均値で表します。

・経常収支比率 ９５．０％（前年度９４．５％）
経常収支比率は、経常的な一般財源収入に対する支出の割合を示すもので、数値
が高くなると財政の硬直化が懸念されます。

１．令和２年度普通会計決算の概況
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～ ここが財政のツボ！！ ～ 普通会計とは？

ここでの決算は「普通会計」で集計しています。普通会計は、各自治体の決算を統一的に比較できるようにす

るため、全国共通の計算方法により集計したものです。所沢市の場合、一般会計に狭山ケ丘土地区画整理

特別会計、所沢駅西口土地区画整理特別会計及び下水道事業会計の一部を合算して普通会計として算出し

ています。



２．歳入決算【内訳と解説】
市税･･･市民の皆さんや市内に事業所がある法

人が納めた市民税や固定資産税などで
す。

国庫支出金 ･･･国が認めた事業に対して配分さ
れたものです。

県支出金 ･･･県が認めた事業に対して配分され
たものです。

地方債･･･道路や各公共施設を整備する際に銀行
などから借り入れたものです。

地方消費税交付金･･･地方消費税の市財源分と
して交付されるものです。

地方交付税･･･すべての地方団体が一定の行政
サービス水準を維持できるよう
財源を保障する見地から、国税
として国が代わって徴収し、一
定の基準により再配分するもの
です。

財産収入･･･市が有する財産の貸付け、売払いなど
により得た現金収入のことです。
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市税
534 

国庫支出金
593 

県支出金
75 

地方債
71 

地方消費

税交付金
67 

地方交付税
13 

財産収入
2 

その他

166 

単位：億円

市税 国庫支出金 県支出金

地方債 地方消費税交付金 地方交付税

財産収入 その他

計

1,521
億円



２．歳入決算【主な項目の増減】

～ ここが財政のツボ！！ ～ 歳入の増額要因は？

令和２年度の歳入は約３３０億円の増額となっていますが、これは「特別定額給付金事業費補助金」や「新型

コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」など、新型コロナウイルス感染症対策に関連する国庫支出

金の増額によるものです。
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※表中の金額は億円単位の概数で示していますが、構成比及び増減率は千円単位の決算額における数値です。

単位：億円

比較増減 増減率

市税 534 35.1% 535 44.9% ▲ 1 ▲ 0.1%

国庫支出金 593 39.0% 211 17.7% 382 181.2%

県支出金 75 4.9% 69 5.8% 5 7.5%

地方債 71 4.7% 137 11.5% ▲ 65 ▲ 47.9%

地方消費税交付金 67 4.4% 55 4.6% 13 22.7%

地方交付税 13 0.9% 15 1.2% ▲ 2 ▲ 11.8%

財産収入 2 0.1% 2 0.2% 0 10.3%

その他 166 10.9% 167 14.1% ▲ 2 ▲ 1.4%

歳入合計 1,521 100.0% 1,191 100.0% 330 27.7%

R２年度（構成比 ） R1年度（構成比）
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２．歳入決算【５年間の推移】
単位：億円（左から順に）

計１，０５６億円

計１，０２４億円

計１，０６３億円

計１，１９１億円

計１，５２１億円
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２．歳入決算【市税収入の推移】
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～ ここが財政のツボ！！ ～ 市税の減額要因は？

令和２年度は、納税義務者数の増加や新増築家屋の増加等により、個人市民税や固定資産税は微増傾向

にありました。しかし、法人税割の税率改正や新型コロナウイルス感染症の影響による法人市民税の減額が、

その他の増額を上回ったため、全体として令和２年度の市税収入は８千万円の減額となりました。

単位：億円

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度
個人市民税 225.3 228.6 230.1 230.3 233.0
法人市民税 29.0 31.3 31.5 32.4 24.7
固定資産税 198.9 202.4 200.7 202.2 206.1
軽自動車税 3.9 4.2 4.4 4.6 5.0
市たばこ税 19.8 18.7 18.7 18.8 18.7
事業所税 7.4 7.7 7.8 7.8 7.4
都市計画税 38.0 38.5 38.5 38.7 39.1
合計 522.3 531.4 531.7 534.8 534.0



２．歳入決算【普通交付税の推移】
普通交付税・・・自治体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも一定の行政サービスを提供できるよう

一定の基準によって国が再配分する地方の固有財源です。所得税、法人税、酒税、消費税の一定割
合及び地方法人税を原資としています。
基準財政需要額から基準財政収入額を差し引いて交付額が算定されます。

基準財政需要額・・・人口や面積など、共通の尺度を基に算出した、各団体が標準的な行政サービスを行うため
必要と想定される一般財源の額です。

基準財政収入額・・・各団体の標準的な一般財源の収入額です。
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単位：億円

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

基準財政需要額振替後（Ａ） 439.1 440.8 445.1 449.8 466.5
基準財政需要額振替前（ａ） 463.7 467.0 469.6 470.9 482.9
基準財政収入額（Ｂ） 425.2 427.2 433.2 436.1 455.0
交付基準（Ａ）－（Ｂ） 13.9 13.6 11.9 13.7 11.5
財源不足額（ａ）－（Ｂ） 38.5 39.8 36.4 34.8 27.9
普通交付税決定額 13.5 13.2 11.9 13.3 11.2
臨時財政対策債発行額 24.6 26.3 24.6 21.1 16.3



【普通交付税と臨時財政対策債について】
 臨時財政対策債の概要
普通交付税は、前述のとおり所得税、法人税、酒税、消費税の一定割合及び地方法人税を原資として、各地方公
共団体に配分・交付されます。この原資の総額が、地方団体の財源不足額の総額に足りない場合、これを補てんす
るために発行を認められたものが「臨時財政対策債」です。つまり、基準財政需要額の一部を「臨時財政対策債」へ
振替を行うことで、普通交付税の総額としての財源保障機能を補完しています。

臨時財政対策債の元利償還金相当額は、その全額が後年度の地方交付税の基準財政需要額に算入される仕組
みとなっています。

普通交付税の原資が不足しているため、基準財政需要額の一部を
臨時財政対策債へ振替えることにより。不足分をまかなっています。

7本来は全額が普通交付税として交付



民生費
482 

総務費
466 

衛生費
128 

教育費
127 

土木費
114 

公債費

67 

消防費

41 
その他

26 

単位：億円

民生費 総務費 衛生費 教育費

土木費 公債費 消防費 その他

計

1,451
億円

３．歳出決算【内訳と解説（目的別分類）】

民生費 ･･･ 児童福祉、障害者福祉、高齢者福祉
などに要する経費です。

総務費 ･･･ 住民票の交付や市税の賦課徴収、市庁舎
の管理などに要する経費です。

衛生費 ･･･ 保健衛生や環境対策、ごみ処理
などに要する経費です。

教育費 ･･･ 小・中学校、幼稚園、図書館、
体育館の運営などに要する経費です。

土木費 ･･･ 道路建設・改修、公園整備など、
まちづくりに要する経費です。

公債費 ･･･ 市が借り入れた市債を返済するため
の経費です。

消防費 ･･･ 消防や災害対策のための経費です。
（その他に含まれるもの）
議会費 ･･･ 市議会の運営などに要する経費です。
労働費 ･･･ 勤労者を支援するための経費です。
商工費 ･･･ 商工業や観光の振興などに要する経費です。
農林水産業費 …農業の振興に要する経費です。
災害復旧費…大雨・台風などの災害により被災した施設

を復旧するための経費です。
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３．歳出決算【主な項目の増減（目的別分類）】

9

※表中の金額は億円単位の概数で示していますが、構成比及び増減率は千円単位の決算額における数値です。

～ ここが財政のツボ！！ ～ 目的別歳出の増額要因は？

令和２年度の歳出は約３２０億円の増額となっていますが、この大部分は新型コロナウイルス感染症緊急経

済対策として実施された特別定額給付金事業による総務費の増額となっております。

単位：億円

比較増減 増減率

民生費 482 33.2% 468 41.4% 14 2.9%

総務費 466 32.1% 159 14.0% 307 194.2%

衛生費 128 8.8% 138 12.2% ▲ 10 ▲ 7.5%

教育費 127 8.8% 129 11.4% ▲ 2 ▲ 1.2%

土木費 114 7.9% 111 9.8% 3 2.8%

公債費 67 4.6% 67 5.9% 0 0.5%

消防費 41 2.8% 40 3.6% 1 1.9%

その他 26 1.8% 19 1.7% 7 31.5%

歳出合計 1,451 100.0% 1,131 100.0% 320 28.3%

R２年度（構成比 ） R1年度（構成比）
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３．歳出決算【５年間の推移（目的別分類）】
単位：億円

計１，０１９億円

計９７８億円

計１，０００億円

計１，１３１億円

計１，４５１億円
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扶助費

298 

人件費

180 

物件費

173 
補助費等

481 

繰出金

95 

普通建設

事業費
110 

公債費
66 

積立金
36 

その他
12 単位：億円

扶助費 人件費 物件費

補助費等 繰出金 普通建設事業費

公債費 積立金 その他

計

1,451
億円

３．歳出決算【内訳と解説（性質別分類）】
扶助費 ･･･ 社会保障制度の一環として、児童、

高齢者、障害者等を援助するため
に要する経費です。

人件費 ･･･ 報酬、給料、職員手当など労働の
対価として支払われる経費です。

物件費 ･･･ 旅費、需用費、委託料など
消費的性質の経費です。

補助費等 ･･･ 補助金や報償費などの経費です。

繰出金 ･･･ 他会計に対し支出するための経費
です。

普通建設事業費 ･･･道路や学校等の公共施設
の整備に要する経費です。

公債費 ･･･市債の返済に要する経費です。

積立金 ･･･ 基金への積立の経費です。

（その他に含まれるもの）
維持補修費…公共施設等の効用を保全するための

補修などの経費です。
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３．歳出決算【主な項目の増減（性質別分類）】

※表中の金額は億円単位の概数で示していますが、構成比及び増減率は千円単位の決算額における数値です。

12

～ ここが財政のツボ！！ ～ 性質別歳出の増額要因は？

歳出の性質別分類においても、特別定額給付金事業による補助費等の増額が大部分を占めております。

その他にも、会計年度任用職員制度の導入による人件費の増額や、社会保障経費の増額に伴う扶助費の増

額など、義務的経費の増加も見られました。

単位：億円

比較増減 増減率

扶助費 298 20.6% 292 25.9% 6 2.0%

人件費 180 12.4% 160 14.1% 20 12.3%

物件費 173 11.9% 157 13.9% 16 10.3%

補助費等 481 33.1% 125 11.0% 356 285.5%

繰出金 95 6.6% 93 8.2% 2 2.7%

普通建設事業費 110 7.6% 189 16.7% ▲ 79 ▲ 41.9%

公債費 66 4.6% 66 5.9% 0 0.5%

積立金 36 2.4% 35 3.1% 1 1.9%

その他 12 0.8% 14 1.2% ▲ 2 ▲ 13.8%

歳出合計 1,451 100.0% 1,131 100.0% 320 28.3%

R2年度（構成比 ） R1年度（構成比）
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３．歳出決算【５年間の推移（性質別分類）】
（左から順に） 単位：億円
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計１，０１９億円

計９７８億円

計１，０００億円

計１，１３１億円

計１，４５１億円
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３．歳出決算【５年間の推移（性質別・普通建設事業費）】
単位：億円

【これまでの主な実施事業】

 平成28年度
• 西部クリーンセンター長寿命化事業
• こどもと福祉の未来館建設事業
• 北中運動場等用地取得事業

 平成29年度
• 保育園耐震化事業
• 基地内施設建替事業

 平成30年度
• 東部クリーンセンター延命化事業
• 所沢駅西口土地区画整理事業
• 日東地区まちづくり事業

 令和元年度
• 東部クリーンセンター延命化事業
• 市民文化センター改修事業
• 小中学校空調設備整備事業

14

～ ここが財政のツボ！！ ～ 普通建設事業費の減額要因は？

市民文化センター改修事業や小中学校空調設備整備事業といった大規模事業が令和元年度で終了し、ま

た東部クリーンセンター延命化事業の減額などにより、令和２年度は前年と比較し大幅に減額となりました。

しかし一方で、所沢駅西口地区まちづくり事業や北秋津・上安松地区まちづくり事業等、新たに増額した大

規模事業もあり、１００億円を超える規模となりました。



４．市債残高の状況
単位：億円
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～ ここが財政のツボ！！ ～ 市債の増額要因は？

市債の残高は、平成１６年度末には普通会計の合計が７２４億円ありましたが、その後減少傾向が続き、平

成３０年度末には５７９億円となりました。しかし、令和元年度には、東部クリーンセンター延命化事業や市民

文化センター改修事業、小中学校空調設備整備事業など、大型の事業に伴う借入の増により、市債残高は６

５３億円へ増加しました。令和２年度も引き続き実施されている東部クリーンセンター延命化事業や、仮称第２

一般廃棄物最終処分場整備事業等の大規模事業への借入により、市債残高は微増となりました。



５．主な基金の状況

 上表の他に市で設置している基金は次のとおりです。
土地開発基金、入学準備金貸付基金、福祉資金貸付基金、交通遺児奨学基金、小・中学生文化スポーツ振興基
金、介護保険保険給付費準備基金、国民健康保険財政調整基金、国民健康保険出産費資金貸付基金
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単位：億円

令和２年度末
残高

令和元年度末
残高

基金の内容

財政調整基金 63.0 60.9 年度間の財源の調整を図り、本市財政の健全な財政
運営に資する

緑の基金 4.9 5.1 本市における緑化の推進及び緑の保全のための事業
の資金に充てる

道路整備基金 4.1 7.2 道路整備事業の円滑な執行を図る

中心市街地再開発整
備基金 5.4 6.4 所沢市庁舎跡地等再開発事業をはじめとする中心市

街地再開発整備事業の円滑な執行を図る

施設整備基金 15.6 21.3 公用又は公共用に供する施設の修繕その他の整備に
要する資金に充てる

ふるさと応援基金 0.8 0.7 ふるさと応援基金条例に規定する事業の実施に要する
経費に充てる

マチごとエコタウン推
進基金 3.9 5.9 マチごとエコタウンの推進を図るための事業の実施に

要する経費に充てる

地域産業活性化基金 3.4 3.9 地域産業の活性化を図るための事業の実施に要する
経費に充てる

森林環境基金 0.4 0.1 森林環境譲与税を活用し、森林の整備及びその促進
に関する施策に要する費用に充てる



６．自治体の健康診断（R2年度財政健全化判断比率）

① 実質赤字比率
普通会計の赤字額が財政規模に対してどの程度かを示す比率です。

② 連結実質赤字比率
実質赤字比率に加えて、特別会計及び事業会計を含めた市の全ての会計を合算した
赤字額が財政規模に対してどの程度かを示す比率です。

③ 実質公債費比率
普通会計が負担する実質的な公債費がどの程度かを示す比率です、過去３年間の平均
値により算出します。

④ 将来負担比率
将来負担すべき市債や債務負担行為などの実質的な負債額が財政規模に対してどの位の
割合になっているかを示す比率です。実質的な負債額が収入の何年分（100％で１年分）
に相当するかを示しています。
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②連結

 実質赤字比率

所沢市 － － ３．１％ ６．９％
（早期健全化基準） (11.25%) (16.25%) (25.0%) (350.0%)

（財政再生基準） (20.00%) (30.00%) (35.0%) (　－　)

県内市中１１位 県内市中１４位

①実質赤字比率 ③実質公債費比率 ④将来負担比率



６．自治体の健康診断（財政健全化判断比率の推移）

18

～ ここが財政のツボ！！ ～ 所沢市の財政は健全なの？

健全化判断比率には①～④の４つの指標があります。４つの指標のうち１つでも財政健全化法に規定す

る基準（早期健全化基準・財政再生基準）を超えて悪化した場合は、「早期健全化団体」あるいは「財政再生

団体」に指定されます。

早期健全化団体は自主的な努力で財政の健全化を図りますが、財政再生団体になると、国の指導の下、

財政を再生させなくてはいけなくなります。

所沢市は黒字であるため、①及び②については『ハイフン表示』となっております。③及び④についても、

早期健全化基準・財政再生基準といった国の定める基準を大きく下回っており、また県内市平均も下回って

はおりますが、近年の大型の事業に伴う市債の借入増により、③④共に上昇傾向が見られます。
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７．その他の状況

19

96.0 
94.9 

94.0 94.5 

95.0 

93.1 93.4 

94.3 

94.8 

94.2 

92.0

94.0
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□経常収支比率

所沢市 県内市平均

～ ここが財政のツボ！！ ～ 経常収支比率とは？

経常収支比率とは、人件費、扶助費、公債費など毎年決まって支払わなければならない経費に対し、市税

など毎年決まって収入されるお金がどの位使われているかを示すもので、財政の弾力性や硬直度を見る指

標です。この比率が高いほど財源に余裕がなくなり、自由に使えるお金が少なくなります。

所沢市の近年の状況は、社会保障経費の増などにより、９５％前後と高い比率で推移しており、財政の硬

直化が進んでいることがうかがえます。



８．財政のこれから（中長期財政計画）
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所沢市では、市税収入をはじめとする歳入の予測及び各種計画と連携した歳出の見通しを中長期的な視点から示
し、計画的で持続可能な財政運営を推進するために、中長期財政計画を策定しています。 単位：億円

～ ここが財政のツボ！！ ～ 今後の見通しは？

今後の歳入の見通しは、コロナ禍の影響や生産年齢人口の減少等により市税の大幅な増加は見込めず、歳出
においては扶助費や普通建設事業費、公債費などの増加が見込まれ、慢性的な財政の硬直化が懸念されます。

本推計では、歳入と歳出の均衡を図るため、財政調整基金等の取り崩しにより財源の調整を行っていますが、
新しい市民ニーズや不測の事態に対応するため、一定規模の基金残高を維持するべく、持続可能で健全な財政
運営を目指してまいります。

Ｒ元年度

予算

Ｒ２年度

予算

Ｒ３年度

予算

Ｒ４年度

予算

Ｒ５年度

推計

Ｒ６年度

推計

Ｒ７年度

推計

Ｒ８年度

推計

Ｒ９年度

推計

Ｒ10年度

推計

522.9 523.4 518.2 525.1 528.8 528.5 532.5 535.8 531.4 531.8

91.0 106.8 111.0 121.3 121.3 121.3 121.3 121.3 121.3 121.3

29.6 21.8 21.3 20.8 20.8 20.8 20.8 20.8 20.8 20.8

270.4 279.5 284.0 297.4 295.7 290.7 291.0 289.0 291.4 292.5

118.4 70.6 68.1 64.1 121.0 96.9 68.4 68.4 68.4 68.4

73.3 76.7 78.7 84.3 77.6 72.3 67.7 67.1 73.1 75.0

1,105.4 1,078.8 1,081.3 1,113.0 1,165.1 1,130.5 1,101.7 1,102.3 1,106.5 1,109.8

173.9 200.4 200.0 197.7 198.0 196.7 197.6 195.7 196.7 196.1

276.5 279.3 287.1 296.0 298.6 301.3 304.0 305.6 307.3 309.0

65.1 68.0 77.9 78.0 79.8 78.5 82.8 84.4 82.9 84.9

180.0 167.4 184.8 195.8 177.3 179.2 179.7 178.8 181.4 182.0

91.3 91.2 102.5 106.3 107.2 107.5 107.8 108.0 108.1 108.1

187.9 129.9 89.8 88.4 154.0 117.5 80.0 80.0 80.0 80.0

130.9 142.7 139.2 150.8 150.2 149.8 149.8 149.8 150.2 149.8

1,105.4 1,078.8 1,081.3 1,113.0 1,165.1 1,130.5 1,101.7 1,102.3 1,106.5 1,109.8
※ 合計欄と各項目の合計との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

繰　出　金

普通建設事業費

その他一般歳出

　歳　出　合　計　

物　件　費

市　　　　　税

地方譲与税・交付金・地方交付税

分担金及び負担金・使用料・手数料

国庫支出金・県支出金

市　　　　債

そ　の　他

　歳　入　合　計　

人　件　費

扶　助　費

公　債　費



おわりに

『財政のツボ』は、より多くの人が所沢市の財政を身近に感じ、
理解を深めていただくために毎年作成しているものです。

本市は、歳入の約半分を市税が占めていますが、
生産年齢人口の減少等により、今後の大幅な伸びは期待できません。

一方で歳出は、社会保障経費（扶助費）の増加に加え、
公共施設の老朽化対策等による普通建設事業費の増、
それに伴う市債の借入増による公債費の増など
今後も様々な財政需要が見込まれています。

こうした中、本市では中長期的な視点で財政収支を見極めながら、
限られた財源を効果的・効率的に活用し、

市民サービスの向上と持続可能な財政運営に努めてまいります。
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